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1990年 6月申～下旬に シンガポール､ タイ､ 韓国を訪問 し､ 科学技術 の動 向
及 び科学技術 政策等 について調 査 した｡
1. 各国 とも研究開発 に近年､ 力を入れているが､ 現状では主 に応用 開発 や外国の
技術の消化､ 吸収を 目的 としてい るため､ まだ独 自の技術を生 み出す段階 には至 っ
ていない｡ 工業化に必要 な技術 は先進国か らの直接投資や技術導入に多 く依存 して
い る｡
2.各国 とも､ 産業 の高度化 を迫 られてい ることか ら､ 科学技術 の重要性 を強 く意
識 してい る｡ シンガポール､ 韓国では､ 政府 は自国の研究開発 を推進 してお り､ 政
府 の研究 開発 予算は増加 してい る｡ また国全体の研究開発費の対 GNP比 は高 まっ
ている｡ 各国 とも研究開発の重点分野 として電子､ 材料､ バ イオなどを掲 げてい る｡
しか しなが ら人材､ 資金､ 研究基盤 の各面で､ まだ不十分であ り､ 先進国の急速 な
技術進歩 に必 ず しも追 いついてはいない｡
3.各国 の研究開発 の特徴は､ シンガポールではサイエンスパー クを開設 し､ 外国
企業及び ジ Fイン トベ ンチ ャーの研究所を招致 してい るO タイでは､ 先進国 からの
協力に頼 る研究 プロジェク トが比重 が大 きい｡ 韓国では民間の研究所の設立 が相次
いでお り､ 国 の研究機関の果 たすべ き役割 が模索 されている｡
4.各国 とも理工系の人材の育成 には努めているO シンガポール､ 韓国 では毎年 の
大学卒業生 が増加 してい る｡ しか し､ 技術者の層 は国全体 としてはまだ薄 い｡
5. 日本 か らの技術移転 については､ 日本 とアジア各国 とりわ け韓国 とUA)間に大 き
な認識のギ ャップが存在 してい る｡ 各国は工業化 を進 め るため､ より高度 な､ よ り
広汎 な技術 を必要 としているので､ 日本な どの先進国の企業 や政府はも っと技術移
転 を進めては しいとい う期待が ある｡ 他方､ 日本側か らは技術移転の主体 は企業で
あ り､ 商業ベースで行われ るので､ 技術移転 が進 まない とすれば受け入 れ側 の技術
吸収 にも問題 があるとい う指摘 があ る｡
6.現地へ進 出 してい る日本の製造業では､ 現地 の労働力の質 は良いが､ 技術者層
は乏 し く､ ジ ロブホ ッピングが多 いのが悩 み とな ってい る｡
現地で採用 した技術者 は日本 で研修 ･訓練 を横 ませ ることも多 い｡
7. 日本 のア ジア諸国に対す る技術面の協力については､ 技術者 の養成 な どの人作
りや､ 研究基盤作 りに対 す る援助や環境問題 などでは政府間の技術協力 を行 う必要
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性が大 き く､ また民間企業においても､ 現地国の発展 に応 じ､ アジア地域で製品開
発､ 設計､ 研究などを現地化 してい くことが必要 である｡ 例 えば シンガポールでは
最新の技術を用いた生産 を日本企業が行 っている例がある｡ さらに全地球的な環境
･資源問題や開発途上国固有の間藤 に対 し､ 先進国の科学技術を使って解決を囲っ




昨今､ 日本 が国際 的な役割 を果 たすことを求め る声 が内外 か ら高 まってい る｡
日本が急速 に欧米 にキ ャッチ ア ップし､ 経済大国 となった原動 力の一 つ として産
業技術の革新 があった｡ 日本 として も途上国への経済協力を増や して きてい るが､
これ ら途上国 に対す る技術的な協力 について も､ 今後､ 相手国の国情 に応 じて どの
よ うに進 めてい くか総合 的に検討 してい くことが必要 になってい る｡
途上国 は､ 全般的 に石油 シ ョック以降､ 経済成長 は頭打ち といわれている｡ しか
し､ 日本 に とって政 治､ 経済的 につなが りの深い東 ア ジア圏のいわゆ るアジアNI
ES､ ASEANは工業化 を続 けている｡ 日本に とっても引続 きこの地域の発展 は
重要 であ り､ 技術支 援を してい く必要性 は大 きい とい えよう｡
アジアNIES､ ASEAN諸国 は工業化 に際 して､ 外資導入 を効果 的に行 って
きた｡ 一方､ 食料品､ 繊維､ 雑貨な どの中小企業 も成長 してい る｡ 国民 1人当 りの
GNPをみるとシンガポールで 88年に 9350番､ 韓国で 4024番､ タイは8
7年に870番とな ってい る｡ 今後一層の工業化 を促進するには技術 の向上 が欠か
せない と考 えられる｡ しか し､ これ らア ジアNIES､ ASEAN各国 とも､ 科学
技術 の向上の重要性 は認識 してい るが､ 研究 開発 や技術導入 のための資源 は限 られ
てお り､ 国情 に合 った技術開発 の戦略が問題 とな っている｡ 途上国では全般 的に政
府 の政策 が経済発展 に大 きな影響力をもっており､ ア ジアの これ らの地域 で も国の
政策が技術の発展を左右 してい くと考 えられ る｡
これ までの技術の発展形態 は概 して外国 か らの直接投資による技術移転､ あるい
は技術移転契約､ プ ラン ト輸入 な どが主 なチ ャンネルであった｡ 今後 ともこのよう
な外国依存を続 けて い くのか｡ 自国の技術 開発 目標 を どの程度の水準 に置 くのか｡
さらに途上国の技術 の発展のあ り方 として､ 適正技術､ 中間技術 とい うものを重視
のか､ 先端技術 を導入す ることによ り､ 後発性の利益 を学受 しよ うとす るのか｡
国によ り置かれた状況 はかな り異 なって お り､ 各国の科学技術政策 を比較 してみ
る必要が ある. こう した観点か らシンガポール､ タイ､ 韓国 の科学技術 の現状 と政
策及び 日本企業の技 術移転の果 たす役割 を､ 総合的に把握す ることは､ わが国の科
学技術政策研究 に大 きな意味を持 っている｡
(2)今 回の調査 日的
①各国の科学技術政策の特徴
各国の科学技術政策の概要､ 政府計画､ 主要 プロジェク ト等 について理解 を深め
る｡
②先進国 の科学技術政策 や協力 に期待す る事柄
科学技術や経済の振興 にあた り先進国の科学技術面 での政府間協力及 び科学技術
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政策 に期待す る事柄 を聴取 し､ 今後 の日本 の科学技術政策の国際協力の フレ-ム ワ
ー ク作 りに生 かす｡
③現地 日本企業 の活動状況
日本企業の技術移転 の状況 (直接投資､ 技術提携 な どの技術移転効果 について)
を特 に調査す る｡
その他､ アジア各国 の科学技術関連の統計 の収集 に努めた｡
Ⅲ訪 問先及び調査 日程
6月 13日か ら6月 23日の 11日間､ 下記の スケ ジュールで､ シンガポール､
タイ､ 韓国の 3カ国 の政府当局者等 に対 し､ 各国の科学技術政策及びそれを取 り巻
く状況､ 日本 との協力関係等 について ヒア リングによ り調査 を行 った0
調査者 は､ 科学技術政策研究所第三調査研究 グルー プ研究官 木場隆夫､ 科学技
術政策研究所客員研究官 東芝技術企画部企画担 当部長 亀岡秋男の 2名である｡
スケ ジェ-ル
13日 (水 )東京発 シンガポール着
14日 (木 )午前 シンガポール標準工業研究院 (SISIR)訪問
午後 シンガポール科学会議訪問
15日 (金 )午前 ジェ トロ訪問
午後 ソニー プレシジ ロン社訪問
17日 (日) シンガポール発 バ ンコク着
18日 (月) 東芝 の子会社 (タイ東芝 コンシュー マー ･プロダクツ､ 東芝 デ
ィスプレイ ･デバイス社 )工場訪問
19日 (火 )年前 タイ科学技術 エネルギー省 を訪問
午後 タイ科学技術 開発委員会､ タイ科学技術研究院訪 問
20日 (水 )バ ンコク発 ソウル着
21日 (木 )午前 韓国科学技術研究院科学技術政策研究評価 センター (CST
P)訪問
午後 科学技術処 ､ 商工 部産業研究院訪問
22日 (金 )午前 ジェ トロ訪問
午後 韓国TDK訪問
23日 (土) ソウル発 東京着
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訪 問先及 び面 接者
訪 問先 は主 に各国 の科 学技術 関連政府機 関及 び 日系 現地企業 で､ 具体 的訪 問先及
び面 接者 は下 記 の とお りであ る｡
① シンガ ポー ル標準工業 研究 院 (SISIR)
技術 移転 課長 Mr･.TeoNan-Kuan
② シンガ ポー ル科学会議
ActingExecutiveDirector Mr.YamSiew-Him
lnternationalHead Mrs.RosaRang-Tan
⑨ ジ ェ トロ ･シンガ ポー ルセ ン ター
次長 橋 本 芳 雄 氏
④ シンガ ポー ル ･ソニー プレ シジ ぎン㈱
副社長 関谷氏
⑤ タイ東 芝
㈱東芝 バ ンコク事務 所所長 田島 光氏
東芝 コン シュー マー プロダクツ腺)(タイ)社 長 竹田 貞雄 氏
東芝 デ ィス プレイデ ヴ ァイ ス㈱ (タイ) 社 長 新谷 要氏
⑥ タイ科 学技 術 エネル ギー省
次官 補 Dr.AphiratArunin
政策企画 課長 Mr.ChirapandhArthachinta
技術 国際 関係課 長 Mr.SajjaBoonthittanont
⑦ タイ科学技 術 開発 委員 会
企画課長 Dr.NitChantramonklasri
⑧ タイ科 学技 術研究 院
企画 室長
⑨ 韓 国科学技 術 院 (KI
所長
⑩ 韓 国科 学技 術 院 (KI
国際広報 課長
⑪ 韓 国科 学技 術処
技術 協 力官
⑩ 韓 国商務部 産業研 究院
日本室長





ST)科学技術 政 策研究 評 価 セ ンター (CSTP)
金 永祐氏
ST)







シンガ ポー ル､ タイ､ 韓国の科学技術の現状 と政策等 について現地調査 した結果
を まとめ た｡
(1)科 学技術 の現状 と問題点
(か研究基 盤
各国 とも研究開発基盤 はまだ十分整備 されていない｡ 先進国に比べ､ 研究 開発費
や人材 の点で不十分 であ る. 国 別 ではシンガポールは研究開発費 は増加 させ てい る
が､ 人 口が少 ないこ とか ら研究 人材資源 はそれほ ど大 き くない｡ 韓国 は､ 近年研究
開発に急 速 に力を入 れてお り､ 研究開発費 の対 GNP比 は2%に近づ くな ど､ かな
り向上 してい る｡ 韓国では80年代 に急速 に民間企業 に よる研究 開発 が増加 し､ そ
の ため研究開発費に 占め る政府 部 門の割合 は急落 した｡ タイはかな り低 い水準に と
どまってい る｡




各国 とも国 内の研究基盤が薄 いので､ 工業 に必要な技術は外国企業 に依存 してい
る｡ シンガポール､ タイでは機械工業は主 として 日米の企業 の子会社 が担 い手 とな
ってい る｡ シンガポールは外資 会社のハイテ ク化 を誘導す る政策 をとってお り､ サ
イエンスパー クなどの研究 インフラの整備 に努めている｡ 韓国は 自国資本 による工
業化に努 めて お り､ 外国か らの技術導入 に よ り技術発展 を図 って きた といえる｡ 最
近､ 民間企業 が研究 開発 に力を入れてい る｡
技術導入費 をみる と研究開発 費 に対す る比率は全般 に高 く､ と くに タイでは研究
開発費 を上回 ってい る｡
⑧教育水準
現地在住 日本企業幹部 らの見解 によれば､ シンガポールの教育水準 はかな り高 い｡
韓 国は理工系学生を大量 に養成 しているものの､ その質 については必ず しも十分で
はないC タイでは教育 の充実 に努 めてい るが､ 理工系大学卒業生 は年 3000人 と
あ まり多 くない｡ さらに国民の気質 として､ 各国 とも､ もの作 りをあ ま り重要視せ
ず､ 理工 系の卒業生 とい えども生産現場 に入 りたがらないとい う面が､ 現場 を尊ぶ
日本 と違 うと言われ た｡
(2)中長期 的な科学技術政策 の方 向 とその問題 点
①政策 の 目標
各国 とも政策の目標 は工業技 術 を進歩 させ るため､ 応用開発 を行 ってい くことで
あ る｡ いずれ も産業 の高度化の ため技術開発 の必要性 を強調 しているO とりわけ韓
- 6-
国ではそのため官民 ともに大幅 な研究開発投資の増額 を行 ってい る｡
⑧優先分野
各国 とも電子､ 機械､ 情報関連､ バイオ､ 材料 などを優先分野 として とりあげ､
生産技術 を重要視 してい る. 各国 とも､ そもそも科学技術政策 は経済開発政策の一
環であるので､ どの分野 に科学技術 政策の重点を置 くか とい うことは､ 産業 の方 向
性 と密接 に結 び付いてい る. シンガ ポール､ 韓国 は組立 ･加工輸出型の産業 を指向
してお り､ またタイではそれ らに加 え､ 農業の振興を 目指 し､ バ イオ技術 に力を入
れている｡ 各 国のこれ らの産業 の方 向によ り､ 技術開発の優先分野の ウエイ トのつ
け方 には差 がみ られ る｡
しか しなが ら研究 開発基盤の脆弱 さによ り､ そ うしたハイテク分野での研究開発
とい う目標 は困難な面をみせている｡
また､ その ような分野 での先端技術が国の産業 の将来に重要 であるとして も､ 実
際 にはそれ以前に､ 電子部品､ 機械､ 金属加工､ プレス､ 鋳造､ 設計､ 工程管理､
品質管理 な どの基礎 的な産業技術が根付いていないことが､ 産業 における大 きな問
題であるとの多 くの指摘 がある｡
③外国資本へ の期待
アジア各国 では自国の工業化 を進 め るにあたり､ 外国資本 に どのように対応す る
かについては､ 国によ り大 きな違 い をみせている｡ 韓国は民族資本による発展を志
向 してお り､ 基本的 に外 国か らの技術の導入を期待 している｡ しか し､ 現在､ 研究
ポテンシ ャルの不足 と技術移転 の渋 りによ り､ 技術高度化の壁 に突 き当たってい る｡
昨年から外国製造業 の投貿 自由化 を行 ったが 日本企業 の投資意欲 は低 いようであ る.
シンガポー ルはこれ まで外資企業 の自由な活動 によって技術高度化 を促進 し､ 一
応 の成功 をお さめている｡ タイは機 械工業部門は主 として日米の外国資本 の直接投
資 で行われて きてい る｡ しか し､ 外 資の経済支配 に対す る警戒感 はあ り､ 民族資本
との調和 を望 んでい る｡
先進国 での技術開発が スピー ドア ップす るなかで､ アジアの国々に とって､ どの
程度外資企業 の自由活動 を認め るか､ 地元企業を どう育成 してい くのか､ 技術導入
と国内研究開発をどの程度行 うかな ど微妙 な選択 の問題が多 くな ってい る｡
④人材の育成
い ままでの技術者､ 研究者の育成 努力によ りシンガポール､ 韓国ではかな りの成
果 をあげて きているが､ 質の向上が なお求 め られ るところで あ る｡ 多種 にわ たる技
術 の人材 を育成することは､ なお長 期の投資が必要である｡
優秀な人材 は海外 に流 出す る傾向があり､ 国内に研究開発機 関やハイテク企業 の




シンガポールではサイエンスパー クを整備 し､ 外国のハイテク企業が入居 してい
る｡ これ は成功 しているが､ まだ58企業 に過 ぎず､ 量的にはそれほ ど大 き くはな
い｡
タイでは研究開発 はほ とん ど公的部門に限 られ るO 韓国で は80年代か ら民間の
研究所が多 く設立 されているが､ 人材に乏 し く､ 蓄積 も少ないので､ まだ有効に働
いていない よ うであ る｡
以上の よ うに研究 開発機関 ･システムを確立す るには､ 各国 ともまだ多 くの投資
と知識 ･経験 の蓄積 が必要 とされ る｡
(3) 日本 な どの先進国 との協力関係
各国 とも自国の研究開発能力では不十分 なので､ 先進国 との協力を求 めている｡
日本 として も技術協力に積極 的に対応 して きているが､ ア ジア諸国 としては自国
の技術水準 が先進国 と大 きな差 があ ることか ら､ いまだ満足 してはいない｡
具体的な協 力の要望 については､ 今回の調査で は聞 く時間がなかった｡ ここでは､
日本の技術協 力の今後の課題 について､ 政府関係者等 との対 話を通 じ､ い くつか気
が付いた ことを述べ る｡
①技術協力 の充実の必要性
日本政府 としては技術協力 を今後､ 増加 させてい くことが アジア諸国 との友好関
係 の維持 に必要であ る｡ しか しなが ら､ 技術協力 を どのようなチ ャンネルを通 じ､
どのような量､ 質で行 ってい くのかは難 しい問題 であ り､ 技術協力の理念 にも関係
して くる｡ さらに､ アジアとい って も一様 ではな く各国の状況 に応 じた対応 が必要
である｡ アジア地域 の経済発展 には､ さらに各国 が工業化を進め､ より高度 な､ そ
して裾野 の広 い技術基盤 を持 つ必要 があ るとい う事を踏 まえて､ 技術協力 を さらに
充実す るべ きである｡
②民間の技術移転の持続
日本の民 間の技術移転 に対 しては､ 各国 とも非常に大 きな期待 がある｡ シンガポ
ールは外資 に よる工業発展形態 を とっているので､ 日本 のハ イテ ク企業 の立地 を望
んでい るのに対 し､ 韓国では基本的に自国企業の ために､ 日本か ら技術導入 が増 え
ることを望 んでいる｡ 5月末 に ノテ ウ大統領が訪 日した際､ 日本 に対 して国公立研
究所での協 力 はもとよ り､ 民 間企業 の技術移転について要望 があ った｡ 民間企業の
国際的活動 が引続 き活発 であ り､ 技術移転効果が持続 してい くことが望 ま しい｡
また､ 両国 間の技術移転の現状 について､ 双方 の認識のずれ ともい うべ きものが
存在 してい る｡ すなわち 日本企業 の技術移転については､ 韓 国では日本 は技術移転
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に消極的であ るとい う批判があ る一方､ 日本企業側か らは商業ベー スでは技術移転
はそ う簡単 にはで きない し､ 技術 を受 ける側 の技術水準に問題 が あるとい うような
批判があ った｡
③技術者育成 の充実
日本は JiCAの技術協力､ 民 間企業 における教育訓練を行 ってい る｡ しか し現
在の量で十分 か､ どの程度 まで拡大で きるのかは検討 の必要が あ ろう｡ また金属加
工技術な どの細かい ノウハ ウ､ 勘 のようなものはマニ ュアル化が難 し く､ 教育訓練
の実 があが らないこ ともある｡ 教育訓練 の ソフ トの工夫 は欧米 に比べ まだ 日本は立
ち遅れてい る｡
また､ アジア各国 では最優秀 の人材は欧米志向である｡ その原 因 として日本に留
学 しても日本企業に就職で きるとは限 らず､ また日本企業では昇進のチ ャンスも必
ず しも大 き くない と考 えられてい るとい う指摘があ った｡ これ らが本当だ とすれば､
改善すべ き点であろ う｡
他方､ 日本 で教育訓練 を受 けた技術者 はそれを売 り物に して ジ ぎブホ ッピングを
した り､ 教 えられた技術 を人 に教 えなか った りす るので､ 進出 した企業 内での技術
蓄積 が進 みづ らい面 があ るとい う問題を指摘す る声があった｡
④環境問題
韓国､ タイでは都市 の過密化､ 公害の発生 が問題 になって きて いる｡ 日本 の公害
防止技術 の利用の可能性 はある｡
(4)ア ジア各国の科学技術の発展 にとって望 ましい方向性
以上の ような現状 を踏 まえ､ ア ジア各国 に とって技術発展 に望 ましい シナ リオを
描 いてみた｡
①人材の開発
シンガポール､ タイ､ 韓国 とも人材の開発が技術高度化の鍵で あるとい う認識 は
強 くもたれている｡ 教育の普及 には各国 とも力を入れているところであ る｡
しか しなが らまだ技術者の層 は薄 い｡ また､ 優秀 な人材が欧米 に流れ てい って し
まうとい う問題 もあ る｡
アジア各国 におけ る政府 ･企業が さらに人材開発の努力をす ることとともに､ 日
本政府 として も従来 の技術協力 を もっと増加 し､ かつ､ きめ細 か くや ってい くこと
が考 えられ る｡ 遠回 りであるが人作 りが最 も重要であ り､ また政府間協 力に良 くな
じむ ことであ る｡
現地における工学教育 に対 し､ 資金 ･人材援助を増や してい くことも一つの有効
な方法 と考 えられ る｡ 日本への留学生 も増 えているが､ 留学 は多額の費用がかか る
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し､ 現地 での教育の質 を高め るとい う見地 か らは､ 現地工学教育 の支援 とい うこと
が望 ましい｡
また民 間企業 でも必要 な人材 の確保のため､ 現地工場の技術者 の教育訓練 を重視
してい く姿勢が求め られ る｡
② 日本 な ど先進 国の政府技術協力の拡充
都市､ 環境問題な どの産業技術以外の分野で､ 途上国で出現 しつつあ る問題は､
先進国 との政府 部門技術協力が協力の主体 となる｡ 各国が解決に手を差 し伸べ るこ
とが望 まれ る｡
③先進国の研究 開発 の国際化
先進国 の大学 や公 的研究機関が､ 共同研究や留学な どで積極的 に援助 し､ アジア
各国の研究者 を さらに受 け入れてい くことが各国の科学技術 の向上に とって重要で
あ る｡
④ 先進国の技術革新 と技術移転
日本か らアジア各国 に工場の進出あるいは技術提携 や現地調達 などを通 じて技術
の移転が行われ て きた｡ それには様々な要因があ るが､ その原動 力の一 つは 日本国
内で研究 開発 が行われ､ 新 しい製品が生 み出 されて きたことにあ る｡
今後 とも日本 がア ジアの技術発展 に貢献す るためには､ 日本国 内における技術の
発展がな され ることが前提 として必要であ り､ この意味からも国 内の研究開発は引
続 き推進 され ることが望 ましい｡
⑤ 先進国企業 の海外 における研究開発 と技術移転
技術移転 には､ い ろい ろなチ ャンネルがあ る｡ 一つの新 しいパ ター ンとしてシン
ガ ポールのサイエンスパー クで行われてい る外国資本 による研究 開発があげ られ る｡
日本企業 のア ジアへ の進 出は､ 従来 はモ ノを作 る拠点 としてだけであ ったが､ 各国
の所得水準の向上や現地 でのニーズへの対応 の必要な どから､ 現 地で設計､ 研究開
発 を行 う例 も出て きてい る｡ 日本企業の設計､ 研究開発は欧米が主であ るが､ 今後､
ア ジアにおいて も優秀 な人材 を活用す るとい うことが起 きて くる と思われ る｡
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Ⅳ現地調査記録
1. 各国 の研 究 開発 活 動 の_慨 逸
シ ンガ ポー ル､ タイ､ 韓国 の 3国 の研 究 開発 の現 状 を研究 開発 費､ 研 究 人 材､ 技
術 輸 入額 の 3つ の指 標 か ら簡 単 に比 較 して み る｡
(1)研 究 開発 費
研 究 開発費 は シンガ ポー ル､ 韓 国 で80年代 に著 し く増加 して い る｡ タイ も これ
ら 2国 に比 べ れ ば幅 は小 さいが､ 伸 びて い る｡ しか し､ 研究 開発 費 の規 模 (総 額 )
だ けでみ る と､ 一番 大 きい韓 国 で も 日本 の約 24分 の 1であ りか な り小 さい｡ ただ
し､ 物価 の違 い もあ るの で､ 実 質 的 な差 は それ ほ どに は大 きい と もい え ない と思 わ
れ る｡
研 究 開発 費 を対 GNP比 で み る と､ 韓 国 は 2%台 に乗 るな ど､ か な り向上 して お
り､ 先進 国 に あ と一 歩 の ところ まで近づ い て い るO シ ンガポー ル もこの とこ ろ増加
させ てい る｡ タイは か な り低 い水準 に と どま って い る｡
次 に支 出額 の政府 負担 割合 につ い てみ る と､ タイで は国及 び外 国 か らの研 究 費支
出 に頼 って い る｡ 概 して研究 開発支 出水 準 が低 い ほ ど国 によ るイ ニ シア チ ブが強 い｡
韓 国 では 80年代 に急 速 に民 間企 業 に よ る研 究 開発 が 増加 し､ 国 の研究 開発 費 の割
合 は急落 した｡
研 究 開発 の性格別 には応用 開発研 究 が主 で あ る｡ 韓 国 では基 礎 研究 が最近 始 まっ
て い るよ うで あ る｡
シ ンガポー ル






⑨ セ クタ一別 1988年
81百万 シ ンガ ポー ル $
14百万 シ ンガ ポー ル $








① 経 年 1985年 2852百 万 バー ツ
1986年 2869百 万 バー ツ
ll-
②対 GNP比 1985年 0.29%
1986年 0.27%
③ セ クタ一別 1986年 政府 62.1% (研究費 負担 比率 )
政府 以外 3.9%
外 国 25.3%
④先進国 比 絶 対額 で は 日本､ 米 国の 100分 の 1以下
GNP比 で は 日本､ 米 国 の 10分 の 1程度















民 間 71.0% (研究 費 負担比率 )
大学 他 12.1%
政府 16.9%
(しか し近年急 激 に民 間の研 究 開発投 資 が増 え､ 比率 を高 め てい る. )
④先進国 比 絶対 額 で は 日本 の 3.5% (86年 以下同 じ)､ 米 国の 1.5%に過
ぎない｡ GNP比 で は 日本 (約 2.5%)､ 米 国 (約 2.7%) に まだ
及 ば な い｡ 政府 の研 究費率 は 日本 の 19.6%とほぼ同 じで､ 米 国 の 4
8.3%よ りか な り低 い｡
(2)人材
研究者､ 科 学者 な ど研究 を行 うマ ンパ ワー は､ タイで は まだ少 な く､ シンガポー
ル も国の規模 が小 さいので､ 量 的 に は大 き くない｡ 韓国で はか な り増加 して きてい
る｡







主要養成機 関 国立 シンガポー ル大学､ ナ ンヤ ン技術 院
理工 系学生 の卒業生数 上記 2大学 で約 1600人 (1985年 )
研究者 (自然科学 )の総 数 同 労働 人口 1万人 当 り
1982年 2706人 1人
主要機 関 チ ェランコロー ン大学 な ど国立大学数校





司 労働 人口 1万人 当 り
11人
理工系学生 の卒業生数 約 2万人程度 と推測
人材流 出の問題について は､ 各国 とも優秀 な人 は欧米 を中心 に留学 して､ 海外 で
仕 事 をす る傾 向がみ られ る｡ しか しシンガポールではサイエ ンスパー クで研 究機 関
を造 って お り､ 海外流出頭脳 を高給 で呼び戻す こ とも行 ってい る｡
日本 は 1988年 に研究者 は 44万 2千人であ り､ 労働人 口 1万人 当 り約 60か
ら70人､ 米 国 は 1987年に それ ぞれ 80万 6千人､ 約 60人 である｡
ちなみ に理工系学部大学卒業者数 をみ る とシンガ ポールでは年 間約 1600人､
タイでは年間 3000人､ 韓国 では年 間約 2万人程度､ 日本 では 9万人 であ る｡ 韓
国 では さらに大学の 自然科学系 の定員 を増加 させ る計画があ る｡ しか しなが ら関係
者 の話 を総合 す ると学生 の水準 には問題が ないわ けではない｡ また､ 優 秀 な学生 は
経営 ス タ ッフをめざ し､ 地道 な技術 開発には総 じて関心 が薄 い とい う指摘 が あった｡
(3)技術導 入費
タイで は 自国 にお ける研究開発費 よ りも技術輸入額 の方が大 き くな ってい る｡ こ
の技術輸 入額 の大半 は コンピュー タソフ トウェア関連である. 韓 国では 1975年
か ら 1980年 にか けては技術輸入費が研究開発費 の 3割 を占め ていた｡ この とこ
ろ2割台 に落 ちて きてい る｡
日本 は 1975年 7.9%､ 1980年 6.4%､ 1985年 6.9%であ る｡
























各国 とも経済振興計画 の一環 として科学技術の重要性 を指摘 している0
① シンガポー ル
ハ イテ ク政策 についての最初の公式の言及は 1986年貿易産業省 (MTI)か
ら出 され た経済委員会 の報告であ る｡ 将来性のあ る新 しい産業技術を開発応用 し､
ハ イテク産業 を成長 させ るとい う目標を述べてい る｡
② タイ
経済計画 において科学技術面についての重要性 の認識は早 くか らなされていた｡
1967年か ら 1971年 までの第二次経済開発計画では応用技術振興 について､
1972年か ら 1976年の第三次計画 では科学技術者の不足が言及 された｡ 19
79年科学技術 エネル ギー省 が設立 され た｡ 1982年から 1986年 の第五次計
画 では具体 的 に科学技 術 の振興方 向が述べ られている｡
③ 韓国
1960年代か ら技術発展 を経済成長の柱 として きた｡ 1962年か ら5年毎 に
経済社会発展計画を定 めてい るが､ その中に技術 がすでに言及 されてい る｡ 196
6年 に韓 国科学技術研 究所が設立 された｡ 1970年代は政府系研究機 関が設立 さ
れ各種の技術導入の効 率 的な消化､ 改良が主 に行 われた｡ 1980年代 に入 ると民
間企業 も研究機関を多 く設立 し､ 技術開発 を進めて きてい る｡
1987年 か らの第 6次経済社会発展 5カ年計画では国際 的な産業の比較優位の変
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化 に合わせた構造調整 の円滑 な推進 のため､ 技術開発 が重要 であ ると述 べてい る｡
(2)政 策 の 目標 ･優先分野
① シンガ ポー ル
研究開発資源 は小 さいので､ 投資 の焦点 を有望 な技術分野 に絞 ってい る. 基礎研
究 は個人 的に行われ るに とどまっている｡ シンガポールの研究開発の 目標 は､ 製 品
設計 と開発能力の進歩 (家電 や 自動装置 な ど)､ 技術競争 力の強化 (電子､ 化学､
バ イオ､ 応用電子光 学 )であ る｡
このよ うに研究開発 の優先順位 は､ 貿易､ 産業 の活動 に関す るものに おかれ る｡
ハイテクや研究 開発 についての政策 は国 の経済開発計画､ 政策 を支援 し､ 補完す る
もの と位 置づ けられ てい る｡
② タイ
第 5次経済計画で は地域振興 ･農業振興､ 工業生産性向上､ 国民生活 のニーズを
みたすための科学技術 の発展 を 目標 に掲 げた｡ 第 6次計画で は科 学技術 のイ ンフラ
整備 を目指 している｡
科学技 術 の重点領 域 は産業 の高度化 に必要 なバイオ､ 電子､ 材 料であ る｡
③韓国
2000年 に向けての科学技術長期計画 で は重要領 域 を5つ示 してい る｡ 第 1の
領域 は短 期 的に実現 可能 な情報､ フ ァイ ンケ ミカル､ 精密機械 で ある｡ 第 2は中期
的なバイ オ､ 新素材､ 第 3は環境､ 健康､ 住居､ 第 4は海洋､ 航 空宇宙､ 第 5は共
通 的なベース として基礎科学 や エ ンジニ ア リングであ るO
これを実現 す るために創造的 な人材の育成 が課題 と してい る｡ R&D投資 の増加
を必要 と してお り､ 1991年 に GNPの 3%､ 2000年 に 5%に引 き上 げると
野心 的な見込 みを示 しているO 民 間ではで きない先端技術開発 を行 うナ シ ｡ナル プ
ロジェク トの強化の ため､ 一層､ 政府はR&D投資 を拡大 し､ 技術開発 の普及 を行
い､ 外国 との協力を進 めてい くとしてい る｡
(3)科学技術政策 の具体的内容
上記の科学技術政策 の 目標 を実現 す るために､ よ り具体的 には どのよ うな施策 を
実施 して い るかを､ 断片 的ではあ るが記述 してみた｡ この内容 は主に 1990年 2
月に東京 で開かれたASCA会合 の カン トリー レポー トによ って いる.
① シンガ ポール
(a)公 的機 関の研究
主 な科 学技術人材 の育成場所 は シンガポール大学 (NUS)とナ ンヤ ン技術院 (
NT I)で あ る｡ この 2つの機 関 は多 くの重要領域で研究を進 めてい る｡ NUSで
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は運営経費 の5%の研究費 をもつ こ とを 目標 に してい る｡ 学部卒 業生 を大学院以降
の課程 に進 め る努力 を してお り､ 学部生 の 10%の定員の院生 を もつ こ とを 目標 に
してい る｡
(b)研究 イ ンフラと支援サー ビス
い くつかの政府機 関が産業界 に技術上 のサー ビスを提供 してい る. SISIR (
シンガポール標準工業院 )は食料､ 電子､ 機械加 工､ デザイ ンな どで専 門セ ンター
を設 けてい る｡ 新材料技術応用 セ ン ター や マイクロプロセ ッサー応用 セ ンターな ど
が あ る｡ NUSとNTIはい くつかの分野 の中心 的存在 であ る｡ 高分子､ 細胞生物
研 究所 や情報技術研究所､ 情報研究所 な どが ある｡
政府 はサイエ ンスパー クを建 設 してお り､ 工業研究開発 と頭脳 サー ビスの中心 と
な る｡ 各分野の世界 のハ イテ ク企業 が､ 米国TataEIxsi MentorGraphics､ ソニ-P
recision､ ジ ぎイン トベ ンチ ュアな ど現在 58集 まっているo 同パー クでは公的 な
援助 を受 け られ る｡
(C)科学技術国際協力
シンガポール は小 国 なので技術 を外国 に依存す る度合 が強 い. 各機 関 では海外 の
学界 との連携 のため国際協力 プ ログ ラムに参加 し､ また海外 の相 手 と協 力活動 を行
ってい る｡
例 1:シンガポー ル大学 一 日本科学振興協会の科学協力計画 は 1983年 に始 ま
り､ 科学交流 と共同研究 を実施｡
例 2:ASEANや IAEAでの協力｡
例 3:共 同 トレー ニ ングセ ンターを外 国企業 と作 るケース もあ る｡ 日本企業 との
ソフ トウ ェア､ 米国企業 との コンピュー ターやCADCAMな どであ る｡
② タイ
(a)経済 開発 の第 5次計画 で は､ 科学技術 の向上 に よ る国づ くりのため､ 以下 の
手段 で科学技術 の振興 を図 ると している｡
･輸入技術 の選別 と消化吸収
･科学技術 の人材､ 研究所､ 情報 センターの充実
･政府及 び民 間の科学技術 を用 いた生産性 向上 のイ ンセンテ ィヴの付与
･外国 との技術 ･ノウハ ウの移転 な どの協力
第 5次計画 では応用 開発の推進 に よる産業 の生産性 向上を重視 してい たが､ 第 6
次計画で は科学技術 の イ ンフラ整備強化 を打 ち出 してい る｡
しか しなが ら国の研究 開発予算 は､ 予算全体の中で あ まり大 きな割合 を占めてい




技術開発において は外国か らの援助が大 きな柱 であ り､ 日本､ 米国､ 欧州､ カナ
ダ､ 国連関係 な どか ら援助を受 けて きてい る｡ 現在､ 日本は タイへの グ ラン ト寄贈
国 として 1番 である｡ 日本の 2国間の政府 開発援助の 5.8%が タイに投 じられ てい
る｡
日本 との科学技術 協力で大 きなもの としては､ タイの国立研究会議 とNASDA
との覚 え書 きで､ 海洋観測衛星 を使 うリモー トセ ンシングの協力 を してい る｡ 必要
な機材 とデー タ及び それ らの操作､ 利用 をす る トレーニ ングを タイは受 けている｡
環境研究､ 訓練セン ター (ERTC)は 5億 4千万 BTの日本 の グラン トを得て､
バ ンコクの北方､ 49キ ロに造 られ る｡ 外交上の書簡交換は 1989年 6月に行 わ
れ た｡ セ ンターは 1991年秋 に開かれ る予定｡ 水質､ 大気等の汚染等 の環境問題
の研究 を行 うこととなってい る｡
しか し将来 的には国際協力 も､ 一方的な援助だ けで はな く､ もっとレシプロな形
が多 くな ってい くこ とが予想 されているO
③韓国
(a) 1985年の ｢2000年 に向けての科学技術長期計画｣では 5つの重要領
域 について述べ､ 基礎､ 戦略技術の向上 を提唱 してい る｡ 創造的 な人材 の育成を最
優先課題 とし､ (政府 は 10000人当 り30人､ トー タルで 150000人の研
究 開発人材 を育てるとしてい る｡ )R&D投資 も増加 させるとしてい る｡ (199
1年 にGNPの 3%､ 2000年 に 5%に引 き上 げ るのが目標｡ )
政府 は民間ではでJきない先端 技術開発を行 うナ シ ョナルプロジェク トの強化を行
い､ そのため一層､ R&D投資 を拡大す るとしてい る｡
(b)科学技術処 (MOST)は 1967年 に設立 され､ 科学技術政策 の要 とな っ
てい る｡ しか しなが ら政策立案 過程 は法的､ 行政 的に確立 されておらず､ 科学技術
処 においては各省のニー ズを吸収 しきれていない面があ る｡ この点は科学技術振興
会議や科学技術諮問委員会で補 われている｡ 科学技術振興会議は 1982年 に設置
され､ 大統領､ 閣僚等か らな り､ 科学技術政策 を調整､ 決定す る機関であ る｡ また
1989年 に憲法の規定 に沿い設立 された科学技術諮 問委員会は産業界､ 学界の代
表 か らな り､ 大統領 に適切 な政 策 を推薦す る｡
(C)科学技術の国際協力については､ 政府間協力の拡張､ 国家 R&Dの国際化､
研究者交流の推進､ 途上国への技術援助､ 技術移転の 自由化 な どを行 ってい くこ と
を 目指 してい る｡
先進国 との協力関係 は米国 とは大 臣レベルの会合 を もってい る｡ 西独 とは 198
6年 に科学技術協力協定 を締結｡ 日本 とは 1985年 に科学技術協定 を､ 90年 に
は 日韓原子力協定を締結 した｡ 英国 とは政府間会合 をもち､ 研究交流 の促進 や中小
の技術移転 を進 めてい る｡ 仏国 とは 1981年 に科学技術協定 を締結 してい る｡
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(d) ノテウ大統領 の訪 日において､ 科学技術分野の協力を強 く要請 して きたのほ
韓国が技術発展 の必要性 を強 く認識 してい る証拠 である｡
今回の大島科学技術庁長官 とチ ロン ･クンモ韓国科学技術処長官の会議では､
以下の内容 に合意が あった｡
･両国 間の科学技術協力の原則 を再認識 し努力す ること
･公 的研究機 関の研究交流の推進
･日韓原子 力協力協定 の締結 及 び原子力協議の開催
･原子力災害防止 のため緊密 な連絡を してい くこと
･韓国 の新素材特性評価セン ター に科学技術庁 として も協力す ること
･韓 国科学技術処 と日本文部省間で日韓基礎科学交流委員会 を設立
その他､ 民間の技術 の移転 についても通産省へ要請 があ ったが､ 通産省 は民 間
の技術移転 は政府 の関与 しない ことであ る とした｡
(4)産業 ･社会の動向 と科学技術政策の関連性
① シンガポー ル
シンガポールは急速 な成長 を達成 し､ 1人当 りGNPも1988年 に9350S
となって いる｡ 製造業 の発展 は従来外資 に よ り石油化学､ 電気機械 を中心 に成長 し
て きた｡ 今後 とも電子が中心産業 となろ う｡ 日米資本 による組立 が中心であ ったが､
労働力不足か ら一層 の産業の高度化 が迫 られてい る｡ 同国の基本 的な発展方 向は工
業化の推進 とともに､ 有利な地理的条件 を生か した商業､ 工業､ 金融上の国際拠点
となるこ とである｡ 1980年代半 ばの輸 出鈍化 による経済不振 を機 に､ 工業の技
術高度化 とともに､ 地域統括本部 (0HQ)や国際調達事務所 (IP0)といった
流通 ･管理基地 の育成 に重点を置 き始めてい る｡
その よ うな観点か らはいかに外資 に､ 本社管理機能 を シンガポールに置 き､ 高付
加価値化業務 をす るよう働 きか けるか とい う外資政策 が重要 とな ってい るo 外国資
本政策 は基本 的には オー プンであ るが､ 最近 はその方向性を変 えるための外国人労
働者人頭税 な どの誘導策 を強 く打 ち出 してい る｡
技術 の高度化 とい うことでは､ シンガポールが国際的な重要拠点 として存続す る
ために必要 な情報通信､ 交通基盤 な どのイ ンフラ整備 と､ そのよ うな技術 を利用す
る人材 を育成 す るため､ 教育 を重視 してい る｡ また単純 な組立作業のみか ら脱却 し､
ハ イテ クを備 えた東 南 アジアの流通拠点に なるため､ サイエ ンスパー クへの研究 開
発機能 の誘致 を図 ってい る｡ シンガポールの産業組織 は情報､ ロボ ッ ト､ 電子な ど
の先端技術 を導入す ることに弾 力性 があ る｡ また先端技術は外国 の多国籍企業によ
り導入 されて きてい る｡
以上 の ことか ら科学技術政策上 の要請 としては､ 設計 ･研究開発､ 情報通信の高
度化 な どのための技術人材の育成､ 産業高度化のための適当 な外資政策 の実施､ 研




タイは 1960年代か ら 1970年代 にかけて輸入 品の国 内生産への代替 を成功
させて きたが､ 1980年代 に入 り､ 輸 出産業の育成 に努めてい る｡ 1987年 に
は 1人当 りの GNPは870ドルに逢 した｡ しか し､ バ ンコクと地方の経済格差 は
広 が り､ 農村､ 都市部 におけ る貧困層 は末だ大量 に存在 して い る｡ 農業 の近 代化及
び工業化 によ る雇用 の確保 を通 じた所得水準の向上 は当面の課題 である｡
日本の投資 を軸 とした輸 出生産 の拡大 は順調で あ るが､ 産業 イ ンフラの整 備 とい
う点では さまざまな問題 が存在 してい る｡ す なわ ち情報､ 通信､ 交通や､ プ レス､
鋳 物､ 鍛造､ 金型な どの支援産業基盤 の欠如への対応､ 教育水準 の向上 な どである｡
軽工業以外 では技術基盤 はか な り手薄 であ り､ 工業 に必要 な技 術､ ノ ウハ ウは外
国企業に頼 っている｡ また､ 工業化 による急激 な社会構造の変化 や環境 問題 の発生
も指摘 されて い るところである｡
そのよ うな状況か ら科学技術政策上の要請 としては､ 農業生産 技術の進歩､ 外国
資本 の導入政 策 によ る工業化､ 産業､ 教育 な どの イ ンフラ整備､ 現地資本 に よるサ
ポーテ ィングインダス トリーの育成 な どがあげ られ る｡
科学技術 の重点領域 は産業の高度化 に必要 なバ イ オ､ 電子､ 材 料のほか､ 基礎的
な金属加工､ 機械､ 情報通信 な どイ ンフ ラ整備に必要 な技術 であ る0
⑧ 韓国
韓国は 1970年代 か ら急速 な工業化 を進め､ 特 に 1980年代後半輸 出 を大 き
く伸 ば した｡ 1人当 りの GNPは 1988年 4000ドルに達 してい る｡ しか し最
近 経済は頭打 ちを示 してい る｡ ウォ ンの切上げ､ 労働争議の発生､ 賃金 の上 昇によ
る コス ト高 を招 いた結果 で ある｡ 低賃金 を利用 した組立工業 が限 界に きてお り､ 韓
国経済は大 きな転換期 に入 ってい る｡ この克服の方法 として はハ イテクを取 り入れ
ることに よる産業の輸 出競争力の強化 が その一方 向である｡ 大企業 によ る研究所 の
設立 が相次 いでいるが､ まだ経験 が浅 く人材 も乏 しいので大 きな成果 にはつ なが っ
ていない｡ 自主技術 開発 は まだ おぼ つか ないのが現状 であり､ い かに外 国か ら技術
を効果的 に導 入 し､ 吸収す るか とい うことが､ 当面 の課題で あろ う｡
しか し日本 をはじめ とす る先進国 の技術 開発 に追 いついて行 けない とい う焦燥感
が漂 ってい るよ うに感 じられ る｡ 国 内生産拍線 を続 け､ 外国技術 をもっぱ ら技術提
携､ 技術輸入 契約に よって利用 してい くことで､ 工業化が達成 で きるか どうかが問
題 とな りうる｡ 1989年か ら製造業の外国資本 の投資が自由化 されたが､ 日本企
業 の投資意欲 は高 くない よ うであ る｡
他方､ 産業 イ ンフ ラ､ 生活 イ ンフ ラの整備 につ いて強 い要望 の あるところであ る｡
当面 の課鐘 は産業高度化､ 中小企業 の育成 であるが､ 広汎な産業 インフ ラの整備 に
つ いては､ か な りの資本､ 期間が必要 とされ る｡
これ らの状 況 から科学技術政策上 の要請 としては､ 研究開発 システムの整備､ 技
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術者 ･研究者 の充実､ 電子 ･機械部 品産業 の育成､ 外国技術 の速 やかな導入 と吸収
な どであ る｡ 科学技術 の優先分野 は電子､ 情報通信､ 精密機械､ 生産 自動化 などの
ハ イテク分野 と金属加工 ･機械 な どの基礎技術 である｡
3.先進国か らの民間企業による技術移転 に対す る見解
(1)各国当局者の見解
① シンガ ポールでは外資 の導入 に積極的であ り､ で きるだけ高度 な技術 を用 いた直
接投資を期待 している｡
⑧ タイで は基本的に 自国 の産業基盤 が薄いので､ 外国資本に よる工業化 を進めてい
る｡ ただ安い労働力 を使 うだけではな く､ 現地調達率の向上 や､ 企業内での現地人
の登用､ よ り技術集約 的な生産 をす ることが求め られ るとしてい る｡
③韓国では自国企業の技術高度化 を 目指 しているので､ 日本 か らの契約 による技術
移転 にきわめて強い要望 をもってい る｡ 日本政府 には民間企業の技術移転 を積極的
に企業に指導 してもらいたい としている｡ 特に生産の 自動化､ 部品､ 材料技術な ど｡
韓国の技術導入の半分以上が 日本か らであるが､ 日本企業の技術戦略 (先端技術は
移転 しない｡ 技術料 が商 いな ど｡ )により､ 満足 な結果 にな っていない とみている｡
(2)現地 の 日本企業等 の幹部 の見解
① シンガ ポールでは高度技術 を使 う付加価値の高 い工業でない と､ 引 き合わな くな
っている｡ しか し､ 産業基盤 は良好 なので多 くの多国籍企業 が立地を続 けている｡
その意味 で シンガポールへの技術移転はスムーズに進んでい る.
②現地に進出 して現地技術者 に指導す る場合､ ジ ョブホ ッピングが､ 激 しい ことが
技術 の蓄積 に大 きな障害 とな る｡ 自動化機械の導入 も保守 メンテナンスをす る技術
者 が不足 してい るので､ す ぐには行 えない｡
⑨ 自動化機械 な どの新 しい技術 を求 めてい るとい うが､ 工程管理 とい う概念 が希薄
であ り､ 部分的に最新 の 自動機械 を採用 しようとして も､ 工程全体の品質管理がな
されてない と､ 効果 が あが らないO まず､ 基礎的 な技術をマス ター してか ら次の段
階 に移 るべ きである｡
④現地企業 の経営風土 は短期的な利益追求型 なので､ 工業に必要 な細かい技術 ･ノ
ウハ ウの集積 とい うことにあ まり適 していない｡
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4.訪問先 での意見聴取 ･交換 の主 な内琴
① シンガポー ル標準 工業研究院(SISIR)<6月 14日9:00か ら 10:40>
技術移 転課長 Mr. TeoNan-Kuan
SiSiRは､ 1969年 に設立 され た通産省 の付属機関 であ る｡ サ イエ ンスパ
ー ク内にあ り440名 の ス タ ッフを抱 え､ その うち百数十名 は研究者 で ある｡ 主 な
ミッシ fZンは標準化､ 試験､ 産業技 術研究 開発 で あ り､ 契約研究 もして い るO 品質
管理研究､ マーケ ッ トコンサル タン トな ど企業実務 に近 いところも してい る.
次 にSISIRの一部署 であ る技 術移転 セ ンター は､ シンガポールの中小企業 の
技術導入 を支援す るため 2カ月前 に組織 され､ 22名 のスタ ッフを有す る｡ 外国の
技術 の探索､ 技術移転契 約の交渉 を代行す るもので､ 英国を中心 とした技術 のデー
タベースを有す る｡ 今 の ところ まだ技術移転 の実績 はない｡ 日本 の情報 について知
りたが っていた｡
移転の要望 の多い技術 はプラスチ ック射 出成形､ 金属加工､ 電子部 品 な どであ る｡
多国籍大企業 は特 に支援 す る必 要 は ない と考 えてい る｡
次 にシンガポールの技 術移転及 び技術発展 をめ ぐる様相について質 問 した｡
技術高度 化 のための政策手段 としては､ 製品開発支援計画 (コス トの 90%まで
の グラン トもある｡ )や研究開発支 援計画 が あ り､ また中小企業対策 の中で もあ る
程度 やって い るとした｡ 技術導 入 をす る相手国 は､ 日本 や米 国が多いが､ 導入す る
技術 の種類 や チ ャンネル によ り違 いがあ る としたO
技術発展 の問題点 につ いては､ 人 的資源及 び市 場の開拓の必要､ 工業 の起業家 が
少 ないこ とを あげ､ と くに地元 の中小企業 は研究 開発 の リス クが大 き く､ 国 の援助
が必要で あ る と述べ た｡
日本企業 や政府へ の希 望事項 を尋 ねた ところエ レク トロニ クス､ マイ クロス コー
プな どの トレーニ ングセ ンターが欲 しい と答 えが あ った｡
② シンガ ポー ル科学会議 <6月 14日15:00か ら16:30>
ActingExecutiveDirector Mr.Van S呈ew-Him
lnternationalHead Mrs.RosaRang-Tan
シンガ ポー ルのサ イエ ンスパ ー ク と研究 開発の動向 について説 明 され た後､ シン
ガポールの技術発展 の方 向､ 特 に人材の養成､ 政策､ 技術移転 について質 問 した｡
シンガ ポー ルでは 1986年 に経 済計画 を作 り､ その中でハ イテクに よる工業 の
成島 を提 唱 してい る｡ また 1991年 に新 しい計画 を策定す る予定 であ る｡ シンガ
ポールの研究 開発の動 向 につい ては､ ロボ ッ トの コンピュー タソフ トな どの特別研
究 を してい るが､ 基礎研 究 はあ ま りな く､ 原子力 はや るつも りが ない｡ ブレー ン ド
レー ンはあ るけれ ども､ もとも と人 の出入 りは激 しい ところなので､ 外 国 か ら帰 っ
て来 る人 もい る｡ サ イエ ンスパ ー クは順調 に建設 が進 んでお り､ そこでは情報工学､
コン ビェ一 夕､ 電子､ バ イオな どの研究 が行われ てい る｡ そ こで研究開発 に携わ る
人員 は全部 で 2250名､ その うち 877名が研 究者 であ り､ シ ンガポー ル国籍 の
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者 が大部分 で あ るが､ 各 国の優秀 な人材 も集 めて い る｡ 欧米 に流 出 してい った人 を
リクルー トす る活動 も行 って お り､ 高額 の給料 を払 って戻 って も らう例 もあ るO
シンガ ポー ルの地 元企 業の技術高度化 は SISIRの技術移転 センター な どでの
活動 やEDB(経済 開発庁 )の中小企業対策 な どであ る｡
シンガ ポー ルの科 学技術行政 は､ 経済開発庁 の開発政策の一環 として位置 づ けら
れ てお り､ 日本 の科 学技術庁 の よ うな組織 はない｡ 経 済開発庁 の もとに SISIR
が あ り研 究開 発 を主導 してい る｡ 他力､ シ ンガポール科学会議 は､ サイエ ンスパー
クの中にあ る､ 科学 者 の意見調整 の場で あ る｡ その事務局 は十数 名で行 われ てい る｡
@ ジェ トロ ･シンガ ポー ルセ ン ター <6月 15日10:00か ら13:40>
次長 橋本芳 雄氏
シンガ ポー ルは国 の強 力な指導 の も とで ダイナ ミックな変化 を とげてお り､ 21
世紀 には世界 で最 も進化 した国 にな るので はないか｡ 政府 は シンガポールを国際的
な 自由競争 の舞 台 とす る ことで発展 を考 えてお り､ 空港､ 港湾､ 工業団地 の整備 な
ど諸条件 を整 備 して外資 を歓迎 してい る｡
教育 も非常 に レベルが高 く､ 日本以上 の高学歴 社会 にな りつつ ある｡ 英語 の修得
に力 を入 れて い る｡ 英語 が通用 す る とい うのは大 きな メ リッ トとなって い る｡ 工業
団地 もハ イテ ク指向で あ り､ 公害 を起 こす よ うな企業 の入居 は規 制 されてい る｡ 外
国企業 として も賃金 の高 くな って きたこ とに対応 す るには､ 技術集約型 で ない とと
どまれ な くな ってい る. サイエ ンスパー クは各国 のエ クセレン トカンパ ニーが集 ま
ってい る｡
シンガ ポー ルでは労働 力の不足 が大 きな問題で ある｡ とりわ け理工系学生 は優秀
で あ るが､ プ ライ ドも高 く､ 欧米 のハ イテ ク企業 への就職希望 が多い｡ 日本企業 で
は高度 な業務 にはつ けないので はないか との考 えもあ り､ 敬遠 され るこ ともある｡
日本企業 も設 計 や研 究 開発 に彼 らを起用 す るよ うに考 えてい くべ きではないか｡
外資 に対す る不満 はあ るか も しれ ない けれ ど､ 外資 を用いない限 りこの国 の発展
はあ りえない と政府 当局 は考 えてい る｡ 政 治､ 民族的 なあつれ きはゼ ロで はないが､
表立 って はい ない｡
水 の不足 が大 きな問題 だが その解決 に知恵 をこらしてい る｡ 近 隣諸国 との摩擦 は
徹底 的に回避 しよ うとしてい る｡
④ シンガ ポー ル ･ソニー プレシジ ョン <6月 15日 14:40か ら 16:30>
副社長 Mr.Sekiya Masanobu
同工場 の概 要 1987､ 88年 ころか らコンパ ク トデ ィスク とVTRの基幹部
品 を東南 ア ジアの市 場 に供給す るため操業 してい る｡ シンガ ポー ル西部 の ジ ュロン
工業団地 にあ る｡ 規 模 は従業員 1000名 (3交替)である｡
CDの ピ ックア ップ､ VTRの ドラムの部 品を作 り､ 組み立 ててい る｡ 素材 は日
本 か ら送 られ て来 る｡ CDの工程 は プラスチ ック製品のモル ド及 びそれ に使 う金型
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の設計 ･製作､ 極めて精密 さを要求 され る ピックア ップの光学 レ ンズの製作､ それ
らの部 品の組立 な どであ る｡ VTRの工程 はヘ ッ ド材 料 のス ライス､ ドラムの金 属
加工､ VTR ドラムの組立 を行 うが､ まだ立 ち上 げ段 階であ る｡ ほ とん ど自動機械
を使 う予定 で あ るが､ 現在 イ ンス トール中であ り､ 作 業員が手で組み立 て る練習 を
していた｡ 工場見学 を した後､ 日本 か らの技術移転 について質問 した｡
この工場 は低賃金 の利用 とい うコンセ プ トではない｡ 労賃 はか な り高 いので付 加
価値 の高 い事業 を行 うとい う方 針 である｡ CDの光学 レンズ工程 な どは世界最先端
の ものであ る｡ シンガポールの労働者の質 は高 く､ 定 着率も当社 の場合 には非常 に
高 い｡ 作業員､ 主任 クラスを 日本 に送 って作業 を身につけさせ た｡ 現在 日本 のス タ
ッフは 30人 ほ どい る｡ 日本 的経営 とい うのは適 当な言葉ではないか も しれ ないが､
日本 のや り方 をその まま押 し付 けるのは不可能で あ り､ 従業員 との対話､ 説 明､ 交
流 が大切 であ る｡ そ うす ることによ って会社 の方針が受 け入れ られ るこ ともあ り､
また修正 され ることもあ る. その よ うに して シンガポール流 のや り方 とい うのが作
られ てい くの ではないか.
設計 は ご く初歩的 なものに とどまってお り､ 開発機 能 はまだない｡ 将来 的 には開
発機能 を持 た ざるを えないだ ろ う｡
⑤ タイ科学技術 エネルギー省




タイの科学技術の現状 と政策､ 及 び問題 点 について 聞いた ところ以下 の よ う｡
タイ科学技 術 エネルギー省 は 1979年 設立 され た. タイでは経済 開発計画の
第 5次計画で地域 ･農業振興､ 主要工業生産性の向上､ 国民生活 のニー ズの充足 を
目標 として科学技術 の振興 を提 唱 した｡ 引続 き第 6次計画で､ 科 学技術 イ ンフラの
整備 を提唱 してい る｡
しか し研究 開発費 はあ まり増 えていない｡ もっぱ ら国が支 出 してい る｡ 人材 も乏
しい｡ タイで は依然研究 開発 は リスキーだ と考 え られ ていて､ 大 企業 の技術 の需要
は主 に外国か らの技術導入で賄 われ てい るO 中小企業 は資本 が乏 しいため､ 技術導
入 も研究 開発 も難 しい状況 にあ る｡ 大学 も研究費 が乏 し く､ 大学 の研究者 は国内外
の補助金 が得 られ る研究 テー マをや るよ うになってい る｡
国 の研究開発資源 が限 られて い るので､ 研究の生産性 が商 い分 野 に投 入 しなけれ
ば な らない｡ 政府の研究 開発費 はGNPの 0.2%に過 ぎない｡ 研究 開発の人材 も不
足 してい る｡ また､ い ままで タイの研究 開発 は個 別的 に行われ､ 協調 を欠 いていた｡
同省 は各研究機 関の連携､ 調整 を図 ってい くことを任 務 としてい る｡ 研究 開発の プ
ライ オ リテ ィは遺伝子工学､ バ イオテクノ ロジー､ 材 料､ 電子 で ある｡ 海外 へ流 出
した人材 を呼 び戻す ことは検討 され てい るがなか なか難 しい｡
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サイエ ンスパー クの建設 も検 討 されてい る｡
同省 では タイの科学技術 インデ ィケー タ-を試作 し､ 近隣諸国 との比較 も行 って
い る｡ 政策研 のやってい る日本 のイ ンデ ィケー ターを参考に したい との ことであ っ
た｡
⑥ タイ科学技術 エネルギー省 く6月19日 10:10か ら 10:50>
次官補 Dr.AphiratArunin
タイの将来 の経済社会 の動向 と科学技術 のあ り方について聞いた ところ以下の よ
う｡ タイの科学技術政策 の主要 分野 はバ イオ､ マイクロエレク トロニ クス､ 材料 で
あ る｡ それ らの分野 で研究基盤 を整備す る とともに外国 との協力 を進め る｡ 工業化
による環境問題 については､ 大 気､ 水の汚染が新 たな問題になってい るとともに､
バ ンコクでは人 口の集中が進む につれて､ ごみの処理が大問題 になってい る｡ エネ
ルギーについては原子力発電に関心 がある､ また国土開発でNASDAの プロジェ
ク トに期待 していると述べた｡
次に タイには優秀 な研究者､ 技術者 もい ると思 うが､ 研究 システムを発展 させ る
ことが これか らの課題 である. サイエンスパー クに外資 による研究機関を作 り､ 海
外 にい るタレン トを呼び戻す とい うことは どうか と質問 した｡
サイエ ンスパー クはまだ検討 段階であ り､ KISTモデル､ シンガポールのよ う
な外資 を利用 した形態､ つ くば ･ケ ンブ リッジの ような学園都市型 な ど3つの カテ
ゴ リを参考 に してい る｡ しか し国内技術向上 の見地か ら外国企業 はそれ ほどた くさ
んは入れ ないのではないか と述 べた｡
⑦ タイ科学技術 開発委員会 <6月 19日 14:30か ら15:50>
企画課長 Dr.NitChantramonkiasri
人材 の育成､ 研究 開発 システ ムの発展､ 日本の技術移転についての評価について
質問 した ところ以下のよ う｡
工業 において技術者の不足が問題 となっているが､ その解決 には大学 の増設 も さ
ることなが ら､ 中級 の職業訓練 学校 のほ うが有効 ではないか｡
シンガポールでは人材 を外国 か ら呼び帰す努力 をしているそうだが､ それは高 い
給料 を払 えるか らで あ り､ タイでは賃金が低 いので同 じことをす るのは難 しい｡ 政
府 の外国留学制度 はあるが､ 帰 国 して働 く義務があるので､ 人気が無い｡
サイエ ンスパー クの建設が､ 議論 されてい るが具体 的にはあま り固 まっていない｡
各人各様 の考 えがあ る. 大事 な ことは､ サイエンスパー クを タイの産業社会 に責献
す るためには､ 研究 をす る側 とその研究 の成果を使 う側､ 人､ 企業 との密接 なコ ミ
ュニケー トが図 られ るよ うにす る必要があ ることだ.
日本 か らの技術移転 について は､ 直接投資 に伴 う技術移転 については､ 今 までは
うま くい っていたが､ 日本企業 が単純な低賃金労働だけを求 め るのではな く､ 高等
な技術者 を育 ててい ってほ しいC そ うでなければ今後 タイのなかで日本企業 はうま
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くや っていけな くな るか もしれ ない｡ 技術移転契約 について は､ い まの ところタイ
の技術水準 が低 く､ 技術 者 も少 ないので､ あ まりうま くいって いないのが実情では
ないか と述べ た｡
⑧東芝 タイ現 地事務所 ･工場 <6月 18日8:00か ら14:00>
事務所所 長 田島光 氏
東芝 デ ィスプレイデ ヴァイス社長 新谷要 氏
東芝 コン シュー マー プロダクツ社長 竹 田貞雄氏
バ ンコク北 方､ 革 で 30分のバ ンガデ ィ工業団地 に両工場 とも入居 してい る｡ 1
988年 頃か ら造成 され た新 しい団地で あ る｡ 工 場の概要及 び技術移転 の難 しさに
ついて聞いた｡
(a)CRT工場は､ 1988年 8月設立 し､ 床 面積 2.4万平方米､ CTVの 14､
15インチの ブ ラウン管 を製造 してい る｡ 月 15万本､ 年 180万本 を生産 す る｡
従業員は 750名､ うち作業員 は 600名 で 3直 3交替 であ る｡ 女子 が約半数 を占
めている｡
工場の建設 は タイ大林 組で施工 した｡ 1989年 8月に工場建屋引渡 しを し､ 1
1月に機械据 え付 けを終 了 した｡ 操業許可 は本年 2月にお りた. 製品 は ア ジア向 け
直接輸出が約 50%､ 間接輸出が約 50%である｡
タイの技術 者 をスーパ ーバ イザー として 20人 ほ ど使 って い るO 保守管理係が､
100人 い る｡ スーパー バイザー は 日本 に 2､ 3か月滞在 させ て研修 させ た. 日本
語 の研修 を海 外技術研修 協会 で習わせ た｡ その際 にはインス トラクシ ョンは英語 で
行 った｡ 帰国後彼 らにマニ ュアルの タイ語化 を させ､ ワー カー に習わせ たo
タイの大卒 は この よ うな製造現場 では使 いづ らい面 がある｡ タイの理工系学生 の
卒業生は年間 3000名 であ り､ 彼 らは経営幹部 として過 され る ことを望 んでいて､
製造現場 には来 たが らない｡ 欧米型 の実力主義の会社 を望んで お り､ 日本 の年功序
列社会には馴 染 みに くい｡
技術者､ 労 働者 とも移 動が激 し く､ 技術 の蓄積 を阻害 してい る面が強 い｡ 少 しの
賃金の違 いで 引 き抜 かれ て しま う｡
部品はるまとん ど日本 や アジアの 日系企業 か ら調達 している｡ 機 械設備 は 日本の中
古 品をも って きてい る｡ 日本の他 の ブラウン管工 場 に比 して､ 自動化 はやや遅れて
お り､ その分 は人員 が多 くなってい る｡ これ は自動機械 を入れ て も保守 がむずか し
く､ 故障 した ときに直せ ないか らで ある｡
(b)東芝 コ ンシュー マー プロダクツ社 では中小 型冷蔵庫､ ウイ ン ド型 エア コンを
作 ってい る｡ 1989年 1月に設立 され､ 各 20万台生産す る予定 であ る｡ 現在 7
00名の従業 員 で､ 将来 的には 1400名 にす る予定｡ 現在作業 員が 500名で 1
シフ トだが､ 将来 2シフ トにす る予定 であ る｡
技術者 はスーパーバ イザーが 35名､ ソフ ト (情報､ 品質管理 )関係 80名であ
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る｡ 日本人 は 16名 いて､ 経営､ 経理､ 技術面を担当 してい る｡
工程 はほ とん ど日本 と同 じであるが､ 日本 より自動化 は遅れている0
現場の技術者､ ワー カーを70名 ほど3-4ヵ月､ 日本の工場 へ派通 したO
英語の作業指示書 を タイ語化 しワー カーに習わせ た｡ 管理のルール作 りや作業のマ
ニ &アル作 りは非常 に労 力のい る仕 事であ るO タイの仕事の仕方 は欧米 に似 てお り､
トップダウ ンが普通 であ る｡ 日本流 のボ トムア ップは期待で きない0
タイの人 は手先が器用 で､ 目が良 いので細かい作業 に向いてい る｡
部品の調達 は､ コンプレッサーは 日本 メー カーが近 くに進 出 してお り､ そ こか ら
調達す る｡ 簡単な金属部 品は地元の メー カーに発注す る｡ それ以外で難 しい部品は
内製す る｡ 冷蔵庫 は 日本 向けである｡
⑨韓国科学技術研究 院 (KIST) <6月21日 10:30か ら 11:50>
科学技術政策研究評価 セ ンター所長 Dr. KimYoungWoo(金永祐 )
韓国の長期 的な社会経 済 と科学技術の方 向 と問題点を質問 したのに対 して､ 以下
の よ うに述 べ た｡
科学技術政策の概要 は経済社会 5か年計画 や2000年に向 けての科学技術発展
長期計画 な どが示 してい る｡ 政府部 内ではハイテ ク産業の発展 についての法律の準
備 を してい る｡
韓国の科学技術の問題 としては第一に研究開発 の生産性の問題 があげ られ る｡ と
い うのは研究資源つ ま り人 と研究機 関に問超がある｡ 研究投資 は始 まったばか りで
なお少 ない し､ ス トックは少 ない｡ また研究人材 のレベルも低 い｡ こうした ことか
ら研究の生産性 は低 い｡
第二に産業構造の面 で韓国は先進 国 と競合 しやすいo 従 って技術水準 が向上 しな
ければ先進 国 に太刀打 ちで きない｡ ところが技術 の移転 はなかなか難 しい状況にな
っている｡
第三 に､ 企業の トップは技術の育成に真剣 にな って いるが全体 としてみれば､ ま
だ 自らの技術 の立 ち後れ や技術進歩 の必要性が十分認識 され ない状況で ある｡ 例 え
るな ら体 の調子がおか しいのは気が付いていて もどこが痛いのか､ 悪いのか解 らな
い状態だ とい える｡
国際的 な技術移転 について質 問 したのに対 し､ 一般論 として国際技術移転 は技術
水準のギ ャップが大 きい となかなか移転 しえない｡ こうした ことは技術 を与 える側
と取 り入 れ る側の両方 か ら考案す る と良 く解 る｡ (デ ュアル ギ ャ ップセ オ リー)
とりわけ技術 を取入 れ る側 については､ 国 によ り技術 を理解 し､ 吸収す る能力にお
いて差が あ る｡ その能力 を高 めてい くのは 自らの努力にかか っている｡ 韓国 はこの
点でかな りの実績 をあげて きたが､ 現在困難 に直面 している｡
また日本 は各産業 を ワンセ ッ トで もっていなければ気がす まない とい う風潮は､
国際的な分業 の進捗 や国際的な技術移転 を阻害 してい るのではないか｡ 日本の企業
の進 出は､ 集 中的に同 じ ところに出て行 き､ 日本人村 が形成 され た りす る傾 向があ
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る｡ 言語 の壁 とい うもの以外 に何 か 日本 的 な特徴 が影響 してい るのではないか と考
えられ よ う｡
技術協 力 とい うこ とで あれば､ 日本 もい ろいろな形 の支援 とい うのが あ るが､ い
ま一 つ印象 に薄 いものが ある｡ 朝鮮戦争 当時､ ス ウェーデンが派遣 して くれ た病院
船が私 の記憶 に深い｡ ス ウェー デ ンとい うと病院船 とい うイ メー ジが あ る. そ うい
ったモニ ュメンタル なものを今 造 ることが 日本､ 韓国 の関係改善 に役立 つのでほな
いか｡
韓国で は民 間企業 が研究開発 に力 を入れ るようにな り､ これ までの国主導 の研究
開発体制 か ら大 き く変 わ ろうと している｡ 国の研究 の役割が見直 され よ うと してい
る｡ 国の研究 の評価 ･管理が必要 であるとの認識 にた ち､ その業務 をKiSTのC
STPで行 うことな った｡ その ため外国の研究評価､ 管理について勉強 して いると
ころであ り､ 日本の事 について も良 く勉強 したい｡
⑩韓国科学技術研究 院 <6月 21日 13:30か ら 14:00>
国際広報課長 Mr.Jang Jai-Joong(張在重)
日本 の民間の技術移転 についての評価 を質 問 したの に対 して､ 韓国 の産業 の技術
水準 は低 く､ 日本の協力 が必要 だ とした うえで､ 日本企業の技術移転戦 略 は巧妙で
あ り､ 韓 国企業 は技術移転 を受 けて も操業 して利益が出 るまでにならないのが多 い
のが問題 であ るとした｡ 例 えば技術が韓国 に移転 され た 2年後 には新 しい技術が開
発 され､ す ぐに利用価値 がな くな った り､ 包括 的 な技術移転契約 の場合 には非常 に
技術料が高 い とい う問題 があ る とした｡
これ らの解決 のため､ 彼の個 人 的な考 えでは､ 技術移転についてもっ と両国間で
きめ細か いパ イ プが必要 なので はないか としてい る｡ 完成 された技術 の移転 では､
そ うした移転 す る側 の戦 略に巻 き込 まれて しまうため､ よりもっ とプ リコンペテ ィ
テ ィブな局面､ すなわち研究 開発段階か らの協力 が必 要 と感 じている｡ 例 えば､ K
ISTや 日本 の諸研究機 関の共 同研究を行 い､ イ ンキ ュベー ター な どで事業 を起 こ
す とい うや り方 を提案 したい と した｡ 共同研究の設定 にあた って は第三 の専 門機 関
の設立や政府機関の斡旋 が有効 で はないか と考 えてい る｡
これに対 し､ 当方 か ら良い アイ デアではあ るが､ 共 同研究 が成 立す るにはいろい
ろな条件 が満 た され るこ とが必要 であるので､ 難 しい点 を乗 り越 えてい く必要があ
ろ う｡ また､ インキ ュベー ター よ りも日韓 の企業 の科学技術 を土台 とした ジ ョイン
トベ ンチ ェアの展開 が有効では ないか と感想 を述 べ た｡
⑪韓国科 学技術処 <6月22日 15:00か ら 15:30>
技術協力局長 Mr.KwonRapTaek (権 甲揮)
将来の経済社会の動 向 と科学 技術 のあ り方 について質 問 した ところ､ 以下 のよ う｡
エネルギー開発 につ いて は原子 力 を進めて お り､ 核融 合の ITERな どの国 際 プロ
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グラムに参加 したい｡ 超電導 は将来 の経済社会に大 きな影響 を与 えるものであ りこ
の分野で も国際的な協力が必要 であ る｡ 炭酸 ガスや フロンについての規制について
も同様 な ことが言 え る｡
次 に先進国か らの技術移転 についての見解 を聴 いた ところ､ 技術移転 については
ノテウ大統領訪問時 に提案 したが通産省 は政府の問題 ではない として取 り合 って く
れ なか ったので､ 日本政府 も指導力を発揮 してほ しい と述べ た｡
⑱韓国商務部産業研究院 <6月22日 16:00か ら17:00>
日本室長 Dr.Kin Do-Hyung (金都亨)
最近の韓国産業の技術発展及 び 日本か らの技術移転 について質 問 した ところ､ 以
下 のよう｡
韓国の工業 は､ 今､ 労賃の上昇 に伴 う技術開発の必要性に直面 してい る｡ 財閥企
業 は研究 開発 を進 めてい るが､ なかなか うま くい っていない｡ 製造業 は伸び悩んで
お り､ 雇用者 が減少 しているが､ ソフ トの プログラマーは26万 人不足す る と予測
されてい る｡ しかも大卒 クラスの末就職率 は商いな どの雇用 の ミスマ ッチもある｡
韓国の工業化 に とって機械電子部品産業が育 っていないことは大 きな問題 である｡
育 たない理由は､ 大手企業 は部 品の内製 も してい るが､ 多 くは日本か ら輸入 してお
り､ 他方､ 中小企業 は技術力が低 くて信頼性 の高い部 品を作れないことにあ る｡
韓国の企業 は､ 1985年か らの円高 で順風のお りには技術開発に熱心ではなか
った｡ その後 で こうい う事態にな ったが､ すでに日本 か らのOEM生産委託 も減少
す るな ど技術進歩 には不利な状況 になってい る｡ 中小企業における技術進歩 は決定
的 に重要 であ るが､ 技術者､ 技能工 の養成 か ら始め る必要があ り､ 急 には改善 しな
い｡ じっ くり産業界 も取 り組んでい く必要 がある｡
日本 もこの面で技術者の教育訓練 などの援助を しているが､ そ こで問題 なのは金
属加工 な どの ノウハ ウ ･こつはなかなか教 えづ らい とい うことで ある｡ 教え る側 も
教 わ る側 も熱心 だが､ 結果 は うま く行かない とい うことがあ りうる｡ 加 えて 日本語
とい う言葉の問題が ある｡ 技術指導 をす る場合､ ソフ トの充実 ということに一層の
配慮 を期待 したい｡
⑩韓国 ジ ェ トロ <6月22日 10:00か ら12:00>
次長 崎岡洋右氏
外資 の投資 は これ まで50%が上限であ ったが､ 1989年か ら100%自由化
されてい る｡ そのかわ り合弁企業への法人税減税 な どの､ 投資促進インセンテ ィブ
を廃止 した｡ 逆 に外資 は労働集約産業が徐 々に撤退 を始めてい る｡
技術導入 とい うことについては､ 陳腐化 しかか って いる技術 といえども､ まだ非
常 に重要 な役割 があ る｡ 中小企業 の技術水準の低 さを考 えると､ なお中程度 の技術
に対す る需要 は多い と思われ る｡ 例 えば染色技術 は追 いついてい るとい っているが､
実情 はそ うで もない ようである｡ 日本か ら退職技術者 を招いて技術指導 を受 けると
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い う例があるが､ それは 日本 に してみれば高齢者 の活用 とい うこ とにな り､ 双方 に
とって メ リッ トがあ るのではないか｡
輸入先多角化 とい うことで､ 日本 か らの輸入に制限 を事実上加 え､ 国産化す ると
い う政策 を とって きたが､ その品目数 はかつての千数百 品目か ら七百数十 に減 らし
て きてい る｡ それは､ 国産化が難 し く部品調達に影響 を及ぼす とい うこ とで､ 計画
を見直 してい るか らであ る｡
韓国では､ 技術高度化 については､ 外国 とくに 日本 か ら新型 の機械 を買 うとい う
ことが まず考 えられ るよ うであ る｡ しか し､ 全般 に品質管理 な どソフ トを軽 く見て
い る傾向があ り､ それが技術高度化のネ ックにな るとい う傾 向が ある｡ また､ 儒教
的 な文化のなかで､ 現場 で汗 を流 して働 くとい うことが重要視 されない風土があ る｡
ソウル大学卒業生を某航空会社 が採用 し､ 最初研修 で整備を させ た ところ､ みなや
めて しまった とい う話がある. ホテルな どサー ビス業 で も現場の人 にマニ ュアル ど
う りやらせ る とい うことが容易 ではない｡ 商業､ 工業 を重視 しなか った とい う歴史
的な ことが影響 しているのではないか｡
自動車 の生産 も信頼性 にはい ま一つの ところがあ る｡ 1986年時点 では韓国車
は 日本製部品が多か ったので故 障が少なか ったが､ 今 では国産品 を増や したために
故障が多 くな ってい るよ うな印象がある｡
大徳科学技術団地 は 1973年か ら造成 を始めてお り､ 1993年 に完成 させ る
予定 である｡ 大学卒業者 は､ 景気の停滞 と､ 大学進学率が上昇 し卒業者数が増 えた
ため､ 就職難 を迎 えてい る｡ と くに女子､ 文科系は就職が難 しい｡ 大学卒 は公式 に
は数%の失業率 と言 われてい るが､ 実際 には 3割程度ではないか｡ 技術移転 につい
ては産業技術振興協会 1989年度産業技術 自書､ 技術導入年次報告､ 科学技術年
鑑 な どの資料 がある｡
⑭韓国 TDK <6月22日14:20か ら 16:00>
社長 水野正男氏
韓国TDK社はソウル市九老 区工業団地 に位置 してお り､ 主 な製造品 目は フェラ
イ トコア､ コイル､ セ ラ ミック コンデンサーなどであ る. 1973年 に得意先が韓
国 に展開 していった ことが動機 とな り､ 韓国に進出を果 たした｡ 立ち上 が り当初 は
TDK51%､ 現地 49%の合弁であったが､ 1986年に株 を買い取 って 100
%子会社 にな った｡ 従業員 は880名､ 敷地 1.6haであるO 主要取 引先は韓国 セ ッ
トメー カーであ り､ 組み込 まれ た部品は間接輸出 され る｡
TDK社の韓国における技術移転 について質問 した ところ応答以下の とお り｡
まず設備の オペ レー ターが不 足 してい るO 定着率が悪 いので人材の育成 はそれ を
見越 しておか なけれ ばな らない｡ 部品も外注だ と精度 が悪いので内製工作部門を持
ってい る｡ 材料 は日本 か ら輸入 してい る｡
一般論 としてほ歴史的に職人 をあ まり重要視 して こなかったので､ 現場の もの作
りを軽視す る風潮が あるO 理工系大卒 とい えども現場 に入 りたが らないO 品質管理
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な どの横 のつ なが りが必要 なこ とは伝統的 に縦型社会 なので難 しい｡ 例 えば購買 は
品質の ことを考 えないで値の安 いものを買 うので､ 現場 では不良品がで きるとい う
よ うな具合いである｡ また､ 技術の普及 とい うこ とでは､ 自分が学んだ技術 を他人
には教 えようとしない風潮があ る｡
韓国は 1962年 か ら6000件余 りの技術 を輸入 してい るが､ 十分使い こなせ
ないのが実情 ではないかO マニ ュアル通 りにやるだけで､ 品質改良 まではいかないo
多 くの工場 で部品やほ とん どの生産設備 は輸入品である｡ 安 い賃金 を利用 したOE
M生産が今で はな くなって きたので､ 技術 向上を図 る契機が少な くな ってい る｡
韓国の エ リー トはデス クワー クを好み､ 新 しい ものを取入れ たが る｡ しか し工程
管理 を重視せずに､ 一部 の ライ ンに最新式 の機械 を入れた りす るので､ かえってむ
だ になる｡ 大学卒 は プライ ドが あるのでいい仕事 でない と就職 したが らない｡ 新規
大卒 の失業率 は4割近いのではないか｡
生産の全 自動化が進む と日本 でや ってい る方が条件 が良 くなる｡ 機械設備 を輸入
す ると税金や輸送 で 日本 よ りコス トが7割増 しに もなるので､ 多少の労賃の違いは
意 味がな くな る｡
日本 は技術 を出 し惜 しみ してい ると批判 す るが､ 韓国が導入 した技術 の多 くは日
本 か らで ある｡ 日本 か ら多 く技術導入す るのは､ 地理的に近 く､ また知合い も多い
か らであ る｡ 日本企業 は仮 に韓国に納めた設備 に不具合があ ると､ 修理 に飛 んで く
るが､ 欧米か らはそ うはいか ないO 韓国国民 のあ る種 の複雑 な意識が技術移転を阻
害 してい るのではないか｡
5.現地調査 を終 えた所感
①人材の育成 の必要性 とその協 力
技術の向上 の鍵 は科学技術の人材 の育成 にかか ってい る｡ これは従来 か らも､ 各
国 で 自助努力 してい るが､ 引続 き人材育成 を続 け､ 技術者の層 を厚 くしてい く他は
ない と思われ る｡ そのためには先進国の効果的な支援 が望 まれ る｡ 日本 としても技
術者教育､ 育成基盤 の充実に積極的 にODAを活用 してい くことや､ 現地における
工学教育 を日本 か ら技術訓練､ 現場 の専門家 を送 り､ 支援 してい くことな どが考 え
られ る｡ そ うい った専門家の養成､ 教育 ソフ トの充実 などの点も必要 である｡
そのよ うに して技術者層が厚 くなれば､ 技術移転の壁 として指摘 されてい るジ ョ
ブホ ッピングの問題 も自然に解決 してい くと思われる｡
②技術移転についての認識のギ ャップとその対応
技術協 力の問題 には与 える側 であ る先進 国 と受 ける側の国 との大 きな認識 のギ ャ
ップが存在 してい るO つ まり､ 与 え る側 はかな りな努 力を してい るつも りなのに､
受 ける側 はそ う思 っていない とい うことで ある｡ 具体 的､ 客観的に政府､ 民間を通
じて どの程度 の技術 協力が され ていて､ 国 際的な水準 として どの レベル にあ るとい
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うことを双方 が認識 す る ことが まず重要 であ る｡ したが って 日本 が､ 具体 的 にはど
うす るか示せ ない と相手 国に期待 を持 たせ るだけに終 わ り､ か えって好 ま し くない
結果 にな りか ねない｡ 経 済協力の額 をめ ぐって 日本が非難 され た ように技術 協力に
ついても 日本 への非難が起 こりかね ない｡ これを防止 す るためには､ 技術移転の内
容､ 方法､ 効果等を明 らかに して､ 各国 ご とに対応 してい くことが重要 で あ る｡ そ
して政府 ベー ス､ 民 間ベースで何 がで きるかをは っき りさせ るこ とが摩擦 を回避す
る道 ではないか と思われ る｡
⑨現地研 究開発機関 の整 備 に対 す る協力
優秀な人材 がいて も研 究機 関 ･支援基盤 が整備 され ていない と､ 頭脳 流 出のよう
な事態が起 きる｡ 研究 開発基盤 を確立す るには多 くの資金 と人材 が必要 で あ るが､
各国の技術 開発のポテ ン シャルを高 め るには これ が不可欠であ る｡
この解 決 の一 つの方法 として シンガポールが行 って いるよ うな国策 としてのサイ
エンスパ ー クの推進 が効 果的 と考 え られ る. 科学技術 の タレン トは人種 を問 わず ど
この国で もい るはず であ るか ら､ 彼 らが集 まるよ うな外国企業 の研究機 関 を作 って､
そこで技術 的蓄積 を図 る ことが重要 であ り､ 各国 の技術 レベル ア ップにつ ながるの
であ る｡ 最近 では研究開発拠点の現地への グローバ リゼー シ ョンが進 み､ 日本企業
も含めて先進 国の企業 が R&Dを海外 で行 い始め てい る｡
日本企業 で も将来 的に はアジアでR&Dを進め るこ とが必要 で あ り､ それ は日本
企業 にとって も､ 現地国 に とって も プラスになる ことであろ う｡
④先進国 のハ イテクを利 用 した途上 国固有 の問題及 び全地球 的問題の解決
アジアの国 では産業 ･生活の イ ンフラ整備 が大 きな ネ ック とな ってい る｡ それは
極 めて多額 の資金が必要 であ り､ 高度 な技術 を要 す る場合 も多 い｡ この解決 のため
に新 しい技術 開発を し､ 省資源的 ･効率的に これ を解決す るこ とが考 えられ る｡
例 えば､ 太 陽発電 の熱帯地方 での利用 や､ バイ オ技術で特殊 な気象､ 土壌 に適 し
た穀物植物 を発明す るな ど､ 途上国固有の問題 をハ イテ クで解決す るとい うことで
あ る｡ 途上国 において どんな課題 が あ り､ どんな技術上 の要求 が あるかを明 らかに
して (つ ま りデマン ドア-テ ィキ ュレー ン ロンを明確 に して)､ 先進国 と途 上国が
共 同で解 決 に当たる ことが考 えられ る｡
⑤科学技術基 盤 の実態 を踏 まえた ヴ ィジ ｡ンの必 要性
各国 とも科 学技術政策 は､ 国 の経済開発政策の一環 として位置付 けて きた｡ 政策
目標 として重 要技術分野 を選定 してい るが､ しか し､ 実際の科学技術 の状況 を踏 ま
え ると必 ず しも､ 現実 的 ･効果 的 な 目標設定ではない と思われ る｡ それゆ え実際に
は､ 資金難､ 人材難 な どのため行 き詰 まって しま う危険性が考 え られ る｡ 各国の実
態 を踏 まえつ つ グローバ ルな観点か らの ヴ ィジ ｡ンを描 き､ 段階 的な発展 の シナ リ




































































? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?







= i-Cご意志 ｢ 日誌


































?? ? ? ?
?
?

















































































































タ イ の科 学 技術 指標
Tle 氏礼I) EndSl汀VeyP,udget.:TleComparisonofi.heR芸もD and
SurveyBud52et,



































･…三'･;;…巨;…二≡ニ ト …Il二三号 三:芸
A,≡:≡;≡上 ;:≡…; 鳥 ≡;… 工 ;二:I;
∴ _ ∴ ~ ∴ ∴ _





韓 国の科 学 技術 指 標
年度項目 '81 '82 '83 ･841'85 '86 '87 '88
技術間誰 ･f斗畢技術投棄某紙(10億ウJl) 412.9 555.1 728.2 957.日 1.286.2 i,666.32,C62.92,629.0'打撃 資/GNP(%) 0.別) 1.07 1.23 14 1.77 1.99 2.12 .4+
投 :a･R&D投溌/菟tlij書rt(%) 0.54 0.58 0.66 1.03 1.23 1.35 1.52 1.87P
･研究闘人吉R&D投資盲点(百万元) 14.1 16.i ユ9.4 22,5 27.9 32.4 35.6 -
研究人力 ･研究員数(千名)人口千名誉 研究員巻文名) 2().7 28.4 32.1 37.1 41.5 47.0 52.8 -0.54 0.7: 0,80 0.9 1.01 1.13 15
研究餅 ･企業附設研究所数(価) 伝 92 124 152 183 2洪〕 455 604
馴究組合 .産業技術研究組合憩(個) - ll 15 19 22 28 35 44
･特許登鉄敷(件) .1,808 2,60g 2,433 2,365 2,268 1,894 2,誠 2,134
LXt-所有権Di規楕 ･韓凶工業規格保有数(紘) 7,265 7,3r6 7.413 7,415 7,476 7,586 7,弧ま 8,112
･KS表示許可保有件裏(種) 2,071 2,392 2,666 2,992 3,45) 4,041
247 308 362 437 451 517 637 751




区分 年度 1981 1983 l 1985 1987 '81-'87年平均埠加卒(劣)
汁 35,805 58,720 73,516 96,288 17.9
研 究 員 計 20,718 32,117 41,473 52,783 16.9
小 計 7,165 12,586 . 18,996 26,104 24.0
研 産 博 士 79 155 251 467 34ー5
業 碩 士 612 1,861 3,594 5,231 43.0
堤 】掌 士 5,685 9,738 14,280 19,502 22.8
其 他 789 832 871 904 2.3
博 士 2,831 4,925 6,564 8,976 21_2
碩 士 3,993 6,942 7,165 7,550 ll.2
掌 士 1,493 1,076 1,072 900 △8.1
其 他 171 1 194 134 69 △14.0
･研ウ`こ 小 計 5,065 6,308 7,154 9,184 10.4博 士 593 763 105 2012 226
一九 輯 士 1,398 2,227 2,998 4,162 l 19_9
機関 撃 士 2,838 2,576 2,53219 2,686324 △0.9ナ 其 他 26 742 54
其 他 - 86 388 - -






(1)Prospects of Asian development and Japan′s technological
cooperat土on.
The countriesin Asian countries have been rapidly indus-
trializing in recent years and this area boasts the highest
economic growth rate in theworld. Oneofthe factorsaccounting
for thisoutstandingperfomance 土sthetechnologlCaldevelopment
arising from the introduction of technology from developed coun-
tries. =n Asian countries, more advanced industrial technology
is widely considered indispensable for further economic develop-
ment.
Japan isone oftheworld'smosteconomically and technolog-
1cally advanced countries, and is expected to promote close
cooperat土onw土thAsian countries. 工n thiscontext′ fo11ow土ng.two
issues should be considered for constructing.a framework of
Japan's international cooperation with those countries in the
fields ofrscience and technology. (i)From such a view,in
what 王orm′on what scale′and in which fields Japan v土11 be
expected toplay role in science and technology cooperationWith
Asian countries, (上土) What differences lie ln the science and
technology policies and the situation surrounding science and
technology activity amongAsian countries.
For thispurpose, it isalsonecessary to engage indialogue
between Japan and those countries ln order to try and under-
stand their particular needs′aswellas to determine what sort
of technological cooperation ismost suitable and most likely to
produce thedesired results.
(2)Technology transfer and trade friction
As for a development oftechnology,in addition to govern一
mental cooperationmentioned aboverthe following points should
be reflected ;
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First, private industries of Japan and other developed
countrieshavebeen cooperatingwithAsian countries for indus-
trial development and economic growth through direct investment,
technicaltie-ups, and other formsoftechnologicalassistance.
private industry′sact土vit土es areused to require the economic
andpoliticalstab土1ity 土n thosecountries･
Second′ in recent yearstherehashappened the trade fric-
tion over the export of industrialproductsbetween U.S.and




(i) budget for science and technology,research and development
expensespaidby private industry,research organizations,number
ofresearchers,quantity ofscientistsand engineers,Capacity of
highereducationalinstitutions, "brain-drainl'problems,etc･
(土工)the pr⊥orlty of science and technology policy and エn this
context,whatdoyou expect to advanced countries?
2 - Revlew on the effect oftechnology transfers resulting from
technicaltie-upsanddirectinvestmentby Japanesebusiness･
工fit 土spossible.please show usquantativedataon 土L
e.g.amount of technology introduced′ number ofOEH contracts ,
numberofcaseswhere industrieshave･relocated
3 -What isthe prospect ofeconomicr socialand technological
development inyou工･COuntry 土n cons土derat土onofthese s土tuat⊥ons･




l でhepurposeofthisvisit toyour country エstoknow and get
more 土nformat土on about,
(i)the direction of the S&T policies and the circumstances in
which the S&Tpolicy are involved concretely and
(土i)the expectation for cooperationwith Japan ′U.S.and West
Europe and
(iii)the effects of technology transfer by Japanese enterprises'
activitiesinyourcountry･
That is for constructing a policy on cooperation in the field of
science and technology betveen JapanandAsiancountries
2 We are researchers and not in a position ofpolicy making･
This investigationwillbeuseful for makingthe basicrecogni-
tion for constructinga policy in Japan.
3 Workshop on internationalcoope_ration in theAsiaPacific
area in the field of science and technology was held in Tokyo in
February and therewere talk on operation ofASCA and so on.And
we Would like to have an additional understanding about these
matter.
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